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1. 研究の⽬標
• 南海トラフ巨⼤地震が懸念され、企業は⼆次被害による経営悪化

リスクが⼤きい。
• 現在は公的⽀援や緊急融資があるものの、⻑期的な企業存続には

不⼗分。
• 副⾸都候補として⼤阪は経済規模・交通網など強みがある⼀⽅、

災害リスクが⾼いという課題を抱える。
→「激甚災害時における企業の倒産」を主題とし、災害時に発⽣す
る⼆次被害との関係を経済的な視点から考察し、企業の倒産対策に
ついて検討する。
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2. ⼆次災害の定義
分類 例 説明

物理的⼆次災害 ⼟砂崩れ・津波・⽕災・
堤防決壊など

地震・豪⾬などが引き⾦になって
発⽣する。

社会的⼆次災害
健康被害（感染症・熱中症な

ど）、避難⽣活による⼼理的ス
トレス、経済活動の停滞、⼈⼝

流出など
「災害後の社会的影響」も含む。

経済的⼆次災害 サプライチェーン断絶・観光業
の⻑期低迷・税収減少など 地域経済への波及。

環境的⼆次災害 廃棄物の増加・汚染物質流出・
森林破壊など ⻑期的環境変化を伴う。
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林 万平（2012）「自然災害による被害と経済・社会的要因 との関連性 ：都道府県別パネルデータを用いた実証分析」,（https://www.apir.or.jp/uploads/files/185.pdf）
をもとに発表者作成



3. 現状分析
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• 林万平(2012）をもとに経済的⼆次災害には、次のものがあ
ると考えた。

①サプライ
チェーンの⼨断

②電⼒供給の
不安定化

③観光産業・
地域経済の打撃

④不動産価値の下
落・移住の加速 ⑤雇⽤の喪失 ⑥⼼理的影響



3. 現状分析（③観光産業・地域経済の打撃）
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災害名 観光への影響

阪神・淡路⼤震災
（1995）

観光客数：前年2,500万⼈ 1
→ 約1,000万⼈（約1,500万⼈減）

・平成10年には震災前の⽔準に回復

東⽇本⼤震災（2011）
2011年の外国⼈観光客数：前年⽐27％減（621万9千⼈）2

・被災三県（岩⼿・宮城・福島）の沿岸37市町村で観光資源復旧が遅
延3

熊本地震（2016） 震災直後の４⽉、５⽉を中⼼に約75万泊のキャンセルが発⽣4

能登半島地震（2024）
能登地域観光客（2019）：約800万⼈（⽯川県全体の1/3に相当）

・震災後、特にインバウンド回復が困難
キャンセル被害額:50億円以上5

→観光客が減少している！！



3. 現状分析（③観光産業・地域経済の打撃）（続き）
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災害名 経済的影響・データ

阪神・淡路⼤震災
（1995）

神⼾市の観光客：震災直後の⽉は前年⽐5〜45%に減少・
全国旅⾏取扱額：2⽉に前年⽐92.4%（マイナス）、6⽉にようやく前年⽐+2%

に回復1

東⽇本⼤震災
（2011）

消費控え、観光忌避などの⽣活防衛⾏動により経済的被害が発⽣（具体的⾦額
の記載なし）2

熊本地震
（2016）

九州7県で宿泊予約キャンセル70万⼈分、損害額約140億円（熊本市など⼀部地
域は含まず）3

能登半島地震
（2024）

⼭代温泉：キャンセル1,000件以上、損失数千万円・あわら温泉：キャンセル
12,708件、損失13億4,300万円4

→⼤きな損害が出ている！！



3. 現状分析（⑤雇⽤の喪失）
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災害名 関連倒産件数（件） 倒産企業の最多業種

阪神・淡路⼤震災
（1995） 394 「卸売業・⼩売業」1,2

東⽇本⼤震災
（2011） 1946 「サービス業」3

熊本地震
（2016） 62 「卸売業・⼩売業」4

能登半島地震
（2024） 15 「卸売業・⼩売業」5,6



3. 現状における課題
課題 内容 補⾜・具体例

観光客の減少 地震や原発事故後、被災地・
周辺地域への観光需要が急減

・実際の被災範囲に関係なくキャ
ンセルが増加・訪⽇外国⼈の減少
も顕著（例：東⽇本⼤震災後は前

年⽐27％減）

⾵評被害の拡⼤
「被災＝危険」という認識が広
がり、被害のない地域でも観光

や購買が敬遠される

・「神⼾＝危険」「九州＝危険」
など、実際より広範な地域が影響

を受ける

業績悪化や間接被害による
倒産

直接的な物的損壊がない企業で
も、売上減や⾵評により倒産す

る事例が多数
・震災関連倒産の多くが「⾵評被

害型」や「間接被害型」

⽀援制度の有無
補助⾦・融資制度はあるが「対
象外」「タイミングが遅い」

「使いにくい」との声

・観光関連業は⽀援の優先度が低
くなりがち・制度の周知不⾜・実

務負担も課題
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3. 課題提⽰
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震災の発⽣

観光客の
減少

⽀援制度の
有無

倒産数の
増加

（就業者数・
就業者率の
低下）

経済的打撃
⾵評被害の

拡⼤



4. 先⾏研究（企業の業績悪化・倒産）
災害名 研究内容 出典

阪神・淡路⼤震災
被災企業だけでなく、取引⾦
融機関の被災や供給能⼒制限

が企業倒産に影響1

植杉（2012）「震災と企業⾏
動のダイナミクス」ほか

東⽇本⼤震災 BCPの有無によって復旧速度
に差が⽣じる2

蛭間（2012）企業の危機管理担当者へのヒ
アリング調査等に基づく東⽇本⼤震災にお
ける企業の防災/事業継続対策に関する調
査報告と今後の企業危機管理経営の⽅向性

に関する考察」ほか

熊本地震
同業他社との協⼒、バック

アップ体制の確保3が早期復旧
につながった

防災⽩書「特集 第2章 2−5企
業の事業継続の取り組み」

（2017） 

能登半島地震
サプライチェーンの可視化・
分散化、代替経路・⼈員確保
により、サプライチェーン途

絶が回避4

⻄岡（2024）
「能登半島地震の製造業への
影響に関する予備的考察」
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5. 仮説
1. 災害があることによって、就業者率はマイナスの値が⼤きくなること
が想定される。

2. ⾦融機関数が多ければ、⽀援が多くなるため、就業者率はマイナスの
値が⼩さくなることが想定される。

3. 第⼀次産業就業者割合が多ければ、就業者率にプラスの影響が出
る。

4. ボランティア活動⾏動率が多ければ、他者との交友関係が盛んになり、
地域に愛着が⽣まれやすいと想定されるため、就業者率にプラスの影
響が出る。
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5. 仮説（続き）
5. 災害があったとしても、⾦融機関数が多いところは⽀援が

多くなるため、就業者率は変化しないと考えられる。
6. 災害があると、第⼀次産業者就業者割合が⼤きいところで

は就業者率が減少すると想定される。
7. 災害があったとしても、ボランティア活動⾏動率が⼤きい

ところは、就業者率が増加すると想定される。
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6-1.変数選択（被説明変数）
就業者率

被説明変数には、総務省の「国勢調査」の1980年度から2020年
度までの各都道府県における各年の「就業者数」のデータと、同じ
く総務省の「国勢調査」の1980年度から2020年度までの各都道府
県における各年の「15歳以上⼈⼝」を⽤いて導き出した。就業者率
は、就業者数を15歳以上⼈⼝で除したものである。なお、データが
得られなかった年については、線形補正でその年の予測値を算出し
ている。
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6-1.変数選択（説明変数）
⾦融機関数
⾦融機関数の説明変数には総務省の「経済センサス活動調査」の1992年
度から2016年度までの各都道府県における各年の「事業所数（⾦融業）」
のデータを⽤いる。なお、データが得られなかった年については、線形補
正でその年の予測値を算出している。事業所数（国・地⽅公共団体）とは、
次に⽰す国及び地⽅公共団体の事業所数をいう。ここでは、国及び地⽅公
共団体の事業所総数と国、都道府県、市区町村各々の事業所数を収集対象
としている。⾦融機関数は、地域の資⾦供給量および企業への⽀援体制の
厚さを⽰す。災害時には資⾦繰りの悪化や貸出姿勢の厳格化が起こり得る
ため、どの⽅向に影響するかは実証的に検証する必要がある。
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6-1.変数選択（説明変数）
第⼀次産業就業者割合

第⼀次産業就業者割合とは、地域に存在する第⼀次産業の就業者
数を地域の全産業の就業者数で除したものである。労働⼒⼈⼝の減
少に影響を与える変数として⽤いた。説明変数として⽤いた産業は、
農業、林業、漁業である。各産業の就業者データは、総務省の「国
税調査」から⽤いた。なお、データが得られなかった年については、
線形補正でその年の予測値を算出している。 
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6-1.変数選択（説明変数）
ボランティア活動参加者率

ボランティア活動参加者率には総務省の「地⽅選挙結果調」の1981年度から2021年度
までの各都道府県における各年の「ボランティア活動⾏動者率」のデータを⽤いる。なお、
データが得られなかった年については、線形補正でその年の予測値を算出している。ボラ
ンティア活動とは、報酬を⽬的としないで⾃分の労⼒、技術、時間を提供して地域社会や
個⼈・団体の福祉増進のために⾏う活動をいい、下記の要件を満たすものをいう。
「⾃発性」………⾃らの意思に基づく⾏動
「貢献性」………他の⼈々や社会の福利の向上などを⽬的とした⾏動
「無償性」………労働の対価（報酬、賃⾦など）を⽬的としない⾏動
ここでは、全体を通じてのボランティア活動の男⼥別⾏動者率と次に掲げるボランティ

ア活動の種類別⾏動者率を収集の対象としている。地域コミュニティの強さを⽰す代わり
として⽤い、災害時における地域残存意識の⾼さと関連づけて分析する 。
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6-1.変数選択（説明変数）
災害ダミー

災害ダミーとして1980年から2020年までに発⽣した以下の⼤地震の都
道府県と、その年にダミーを⼊⼒した。
・1983年 ⽇本海中部地震 ‒ 秋⽥・⻘森
・1993年 北海道南⻄沖地震(奥尻地震) ‒ 北海道
・1995年 兵庫県南部地震(阪神・淡路⼤震災) ‒ 兵庫・⼤阪
・2003年 ⼗勝沖地震 ‒ 北海道
・2004年 新潟県中越地震 ‒ 新潟
・2007年 新潟県中越沖地震 ‒ 新潟
・2008年 岩⼿・宮城内陸地震 ‒ 岩⼿・宮城
・2011年 東北地⽅太平洋沖地震(東⽇本⼤震災) ‒ 岩⼿・宮城・福島
・2016年 熊本地震 ‒ 熊本
・2018年 北海道胆振東部地震 ‒ 北海道
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6-1.変数選択（説明変数）
⾦融機関数ダミー

⾦融機関数ダミーは、災害が起きた年の被災地域での⾦融機関数が
就業者率をどのように変化させるのかを調べるために⽤いた。また、
1980年から2020年までに発⽣した⼤地震の都道府県と、その年にダ
ミーを⼊⼒した 。

第⼀次産業就業者割合ダミー
第⼀次産業就業者割合ダミーは、災害が起きた年の被災地域での第

⼀次産業就業者が就業者率をどのように変化させるのかを調べるため
に⽤いた。また、1980年から2020年までに発⽣した⼤地震の都道府県
と、その年にダミーを⼊⼒した。
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6-1.変数選択（説明変数）
ボランティア活動参加者率ダミー

ボランティア活動参加者率ダミーは、災害が起きた年の被災地域
でのボランティア活動参加者率が就業者率をどのように変化させる
のかを調べるために⽤いた。また、1980年から2020年までに発⽣
した⼤地震の都道府県と、その年にダミーを⼊⼒した。
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6-2.分析

被説明変数
• 被説明変数を就業者率とする。

説明変数
• 説明変数を⾦融機関数、第⼀次産
業就業者割合、ボランティア活動
参加者率などとし、多⾓的に分析
を⾏う。
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当初は企業倒産件数を被説明変数として分析を⾏う予定であった。しかし、
利⽤可能な倒産データが不⾜していたため、代替指標として就業者率を被説
明変数として⽤いることとした。



6-2.分析
• 分析モデル
モデル式

𝑌!" = 𝛼!" +%
#$%

&
𝛽#×𝑋#!" + 𝑢! + 𝜀"

変数
𝑌!":就業者数 𝛼!":定数項 𝛽#:係数 𝑋#!":説明変数 𝑢! , 𝜀!:
誤差項 i:地域 𝑗:年度
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6-3.データの定義と出典(表5)
変数名 定義 単位 出典

就業者率 (1)

ここでいう就業者数とは、
国勢調査にいう「就業者数」をさす。こ
の就業者は、調査週間中、賃⾦、給料、
諸⼿当、営業収益、⼿数料、内職収⼊な
ど収⼊（現物収⼊を含む。）を伴う仕事
を少しでも⾏った⼈である。分⺟には国
勢調査にいう「労働⼒⼈⼝」を⽤いてい

る。

％ 総務省の「国勢調査」

⾦融機関数

事業所数（国・地⽅公共団体）とは、
次に⽰す国及び地⽅公共団体の事業
所数をいう。ここでは、国及び地⽅
公共団体の事業所総数と国、都道府
県、市区町村各々の事業所数を収集

対象としている。

事業所 総務省の
「経済センサス活動調査」
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6-3.データの定義と出典(表5)（続き）
変数名 定義 単位 出典

第⼀次産業就業者割合
ここでいう上記15歳以上就業者とは、
国勢調査での「年齢５歳階級別、男⼥
別15歳以上就業者」及び「産業３区分

別就業者」をさす。
第１次産業…A 農業、林業、B 漁業

⼈ 総務省の
「国税調査」

ボランティア活動参加者率

ボランティア活動とは、報酬を⽬的と
せず、⾃分の労⼒、技術、時間を提供
して地域社会や個⼈・団体の福祉増進

のために⾏う活動をいう。
ここでは、全体を通じてのボランティ
ア活動の男⼥別⾏動者率とボランティ
ア活動の種類別⾏動者率を収集の対象

としている。

％ 総務省の
「地⽅選挙結果調査」
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6-3.データの定義と出典(表5)（続き）

変数名 定義 単位 出典

災害ダミー

災害ダミーとし
て、

1980年から2020
年までに発⽣し
た⼤地震の都道
府県の都道府県

を１とし、
それ以外を0とし

ている。

・ 気 象 庁 秋 ⽥ 地 ⽅ 気 象 台 「 昭 和 58 年
(1983年)⽇本海中部地震」
・気象庁札幌管区気象台「平成5年(1993

年)北海道南⻄沖地震」
・気象庁『「阪神・淡路⼤震災」特設サ
イト』
・ 気 象 庁 釧 路 地 ⽅ 気 象 台 「 平 成 15 年
(2003年)⼗勝沖地震」
・ 気 象 庁 新 潟 地 ⽅ 気 象 台 「 平 成 16 年
(2004年)新潟県中越地震」
・気象庁『「平成19年(2007年)新潟県中
越沖地震」（第3報）』
・気象庁『「平成20年(2008年)岩⼿・宮
城内陸地震」について（第4報）』
・気象庁「平成23年(2011年)東北地⽅太
平洋沖地震 〜The 2011 off the Pacific
coast of Tohoku Earthquake〜」
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6-3.データの定義と出典(表5)（続き）
変数名 定義 単位 出典

⾦融機関数ダミー 災害ダミーと
⾦融機関数の積

第⼀次産業就業者割合ダミー
災害ダミーと

第⼀次産業就業者割合
の積

ボランティア活動参加者率
ダミー

災害ダミーと
ボランティア活動参加

者率の積
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6-4.記述統計（表6）

変数名 データの個数 平均 標準誤差 最⼩値 最⼤値

就業者率(1) 1927 0.964 0.003 0.163 4.72

⾦融機関数 1175 40108 1562.03 6800 468000

第⼀次産業就業者割合 1927 0.09 0.00 0.00 0.27

ボランティア活動参加者率 1880 0.285 0.001 0.152 0.437

災害ダミー 1974 0.01 0.00 0.00 1.00

⾦融機関数ダミー 1175 541.9 210.56 0.00 177400

第⼀次産業就業者割合ダミー 1927 0.00 0.00 0.00 0.25

ボランティア活動参加者率ダミー 1880 0.003 0.0006 0.00 0.334
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分析①
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6-5.分析結果/就業者率(1)

表１Pooled OLS推定 

*** は 0.001、 ** は 0.01 、 * は0.05、 ･は0.1の有意⽔準で
帰無仮説が棄却されることを⽰す （筆者作成 ）
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6-5.分析結果

表2 固定効果モデル推定 

*** は 0.001、 ** は 0.01 、 * は0.05、 ･は0.1の有意⽔準で帰無仮説
が棄却されることを⽰す （筆者作成 ）
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6-5.分析結果

表3 変量効果モデル推定 

*** は 0.001、 ** は 0.01 、 * は0.05、 ･は0.1の有意⽔準で帰無仮説
が棄却されることを⽰す （筆者作成 ）
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6-5.分析結果
• Pooled OLS推定、固定効果モデル推定、変量効果モデル

推定のうち、F検定、ハウスマン検定、Breusch-Pagan
検定を⾏った結果、固定効果モデル推定を⽤いる 。

32
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• 就業者率(1)は災害に関連する説明変数は有効ではない
→理由:災害が起きても、労働⼒⼈⼝は変わらないのでは？
→就業者率の分⺟を変える。

      就業者率(2)        ＝

→実際に働いている⼈のみを⾒ることができる。
→分析②を実施

6-5.分析結果

15歳以上⼈⼝

就業者数
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6-5.分析結果（続き）
◎就業者率を計算する際に分⺟を15歳以上⼈⼝にした理由

• 労働⼒⼈⼝を分⺟にするとすでに「働く意志あり」の⼈
しかいないことになる

• 15歳以上にすることで、潜在的労働⼒を分⺟に含むこと
ができる
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分析②
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変数名 定義 単位 出典

就業者率 (2)

ここでいう就業者とは、国勢調査にいう
「就業者」をさす。この就業者は、調査週
間中、賃⾦、給料、諸⼿当、営業収益、⼿
数料、内職収⼊など収⼊（現物収⼊を含
む。）を伴う仕事を少しでも⾏った⼈であ
る。また、分⺟には労働⼒⼈⼝を⼊れるの
ことが⼀般的であるが、本稿では激甚災害
時における就業者の割合だけを求めるため
に国勢調査にいう「15歳以上⼈⼝」を⽤い

ている。

％ 総務省の「国勢調査」

6-6.データの定義と出典(表5)
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6-7.記述統計（表6）

変数名 データの個数 平均 標準誤差 最⼩値 最⼤値

就業者率(2) 1927 0.58 0.001 0.468 0.694

⾦融機関数 1175 40108 1562.03 6800 468000

第⼀次産業就業者割合 1927 0.09 0.00 0.00 0.27

ボランティア活動参加者率 1880 0.285 0.001 0.152 0.437

災害ダミー 1974 0.01 0.00 0.00 1.00

⾦融機関数ダミー 1175 541.9 210.56 0.00 177400

第⼀次産業就業者割合ダミー 1927 0.00 0.00 0.00 0.25

ボランティア活動参加者率ダミー 1880 0.003 0.0006 0.00 0.334
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6-8.分析②結果

表１Pooled OLS推定 

*** は 0.001、 ** は 0.01 、 * は0.05、 ･は0.1の有意⽔準で
帰無仮説が棄却されることを⽰す （筆者作成 ）
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6-8.分析②結果

表２固定効果モデル推定 

*** は 0.001、 ** は 0.01 、 * は0.05、 ･は0.1の有意⽔準で帰無仮説
が棄却されることを⽰す （筆者作成 ）
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6-8.分析②結果

変量効果モデル推定では、
分析が収束したため使⽤しない。
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6-8.分析結果
• Pooled OLS推定、固定効果モデル推定のうち、F検定を

⾏った結果、固定効果モデル推定を⽤いる 。

41

（筆者作成）



6-9.分析結果の解釈
• 就業者率(1)は災害に関連する説明変数が有効でない
• 就業者率(2)は災害に関連する説明変数が有効である
→災害で労働意思のある⼈は変化していないが、労働意思
の無かった⼈も働く意思を持つように変化する＆⾦融機関
があることで、復興に関係する事業を⾏う企業が雇⽤を増
やしやすくなる
→働きたくなった⼈が働ける環境が整う
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6-9.分析結果の解釈

• 災害時には家計の資産毀損や将来への不安が⾼まる
→平時には就業していなかった潜在的労働供給が顕在化する

• ⾦融機関が⼗分に存在する地域では、事業継続や復旧需
要を背景に短期的・部分的な雇⽤機会が創出されやすい

→これらの層が就業側に転じることで、15歳以上⼈⼝を分
⺟とする就業者率が上昇すると解釈できる
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6-9.分析結果の解釈（続き）
◎災害時に、働く意思のなかった層が就業側に回る理由
①修繕費や⽣活費を稼ぐために、専業主婦や学⽣などが

労働市場に出てくるから
→⾦融機関がある地域では企業が資⾦不⾜で求⼈を出せな

いということが起きにくい
②銀⾏が機能している地域は、倒産連鎖が起きにくく、店

が次々再開するから
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6-9.分析結果の解釈（続き）
③災害により、⽚付けや復旧関係の雇⽤が⽣まれるから
→⾦融機関が資⾦を回すと給料を迅速に払うことが可能

になり、働く意志のない層にアプローチできる
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Ø⼤阪は、⾦融機関数が⼗分にある

⾦融機関との関わりを増やすことが重要

6-9.分析結果の解釈（続き）
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7．政策提⾔
◎⾦融機関と企業、市⺠の出会いの場となる「カフェ」

＜概要＞
• 普段は普通のカフェとして営業する。
• 定期的に⾦融機関職員を呼び、地元企業や市⺠の

“困りごと”を⼀緒に考える、相談できる場にする
→“もしも”の時に頼れる関係づくりを可能にする

47



7. 政策提⾔（続き）
＜期待できる効果＞
• 企業と⾦融機関がマッチングできる出会いの場になる

• 企業や市⺠の困りごとに対して、意⾒交換ができる

• いろんな⼈と繋がりが持てるから、災害時も助け合える

48



7. 政策提⾔（続き）
＜事例紹介＞
①SIGHTS KYOTO

• コミュニティバー

• 観光案内所

• コワーキングスペース
https://sights-kyoto.com/bar より引用
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7. 政策提⾔（続き）
＜事例紹介＞
②QUESTION
1F:カフェバー・QUESTION BOX
2F/3F:コワーキングスペース
4F:イベントスペース
5F:Students Lab
6F:コミュニティ・バンク京信
7F:会議室
8F:コミュニティキッチン
RF:スカイテラス

https://question.kyoto-shinkin.co.jp/about/guide/ より引用
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ご清聴ありがとうございました
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